可制御負荷による電力品質改善手法の検討
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1. はじめに 
近年，地球温暖化や化石燃料の枯渇，福島第一原子力発電所での事故などから太陽光発電や風力発電などの自然エネルギーの利用が注目されている。しかし，自然エネルギーを用いた電源は出力が天候に左右され不安定であり，その発電状況により商用系統に多大な負担をかけることになる。対策としては蓄電池等の設置などがあるが，供給側の負担が増大するばかりである。
一方で需要側においては需要家のエコに対する意識や電力会社による各種割引サービス，国による補助金などからオール電化や電気自動車の普及が進んでいる。中でも電気給湯器と電気自動車は料金の安い深夜電力を利用することが可能で，普及が進む要因の一つとなっている。これらの機器を利用すれば自然エネルギーの不安定な供給に合わせて，都合の良い時に負荷として利用できる可制御負荷とすることも検討可能である[1]。
本研究では自然エネルギー発電の普及を目的として分散型電源の利用を検討する。電気給湯器と電気自動車を可制御負荷として模擬し，ガスタービン発電機と風力発電機が配置された小規模系統に導入した際の周波数偏差をMATLAB/Simulinkを用いてシミュレーションにより導く。得られた結果より可制御負荷導入の有用性について検証していく。
2. 検討モデル[2]
図1が本研究で想定する系統の概念図である。電源としてガスタービン，風力発電機を用いて契約負荷に対して電力供給を行なう小規模系統を想定した。さらなる需給安定化を図るために可制御負荷として，電気給湯器と電気自動車充電システムを導入している。系統内負荷の最大値を100kW，ガスタービンの定格出力を100kWとしている。需要と供給のバランスから周波数偏差を計算し，その値によりガスタービン，可制御負荷への出力指令値をコントロールセンターにおいて決定している。
3. 可制御負荷モデルの作成

電気給湯器および電気自動車の充電システムについてそれぞれモデルを作成した。パラメータはそれぞれ現在市販されている製品の仕様をもとにし，電気給湯器は50軒の家庭に導入，電気自動車は30台が導入され，それぞれ家庭で充電するものとする。
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図1  模擬する系統の概念図

3.1  電気給湯器
　電気給湯器は給湯需要があるとき以外でも貯湯タンクにお湯を貯めれば給湯可能なため，可制御負荷としては一番実用性が高い機器といえる。このような特徴から最初に示したように，料金の安い深夜電力を用いて給湯して貯湯タンクにお湯をためることが可能となっている。
本研究ではコントロールセンターからの指令に従い貯湯を行なうが，貯湯タンクの容量が100％に達したときは指令を受け付けず，逆に需要に対してお湯が足りないときは指令に関わらず給湯を行なう。また，給湯器は沸かすと同時にお湯が利用されるため，沸かした分から利用された分を随時引いていく必要がある。お湯を利用する量は6時間の場合はランダム要素とし，1日で検証する場合には実際のお湯の需要データを利用することとする。機器の消費電力は市販されている製品をもとに1台につき0.96kWとしている。
3.2  電気自動車
　電気自動車は内蔵しているバッテリーに充電すれば，可制御負荷とすることができ，電気給湯器と同様に深夜電力を使用した充電も可能となってきている。しかし，可制御負荷として利用する場合には常に接続されているとは限らず，需要側からすれば使いたいときにバッテリーに電気がたまっていないという懸念がある。

本研究では需要側に及ぶ影響を少なくするために充電開始から80％充電した後に可制御負荷として残りの20％を使用する。そのため，電気自動車は電気給湯器を補完するものとして使用することにする。また，電気自動車は常に充電できる状態にあるとは限らないため，車の入出庫パターンを作成し，そのパターンに沿って充電の可否を判定する。機器の消費電力は市販の製品をもとに1台につき3.0kWとしている。
4. 検討
　前項で作成したモデルを用いて検討する。検討時間は6時間とし，最終的には1日で検討する。各機器の運転方法は負荷と風力発電機についてはランダム要素（負荷については1日で検討する際は需要カーブを用いる）を用いて，ガスタービン発電機と可制御負荷についてはコントロールセンターから送られてくる指令に従い動作する。
図3，4は可制御負荷導入時と非導入時それぞれの負荷の需要曲線とガスタービン発電機，風力発電機の出力を表している。図2の電気給湯器の消費電力と比較すると可制御負荷導入時のガスタービン発電機の出力が大きくなっていることがわかる。
図5，6は可制御負荷導入時と非導入時の周波数偏差を示している。図2において電気給湯器が電力を消費している際に正方向の周波数偏差が抑えられ，最大で0.8Hz であったものが0.3Hzに抑えられていることがわかる。
5. まとめ
　検討した結果から可制御負荷を用いることで周波数偏差が抑えられることが確認でき，可制御負荷を利用することが有効であると明らかにすることができた。現在のシステムでは可制御負荷を導入することにより，ガスタービン発電機の使用量が増加してしまっているため可制御負荷の導入方法については検討が必要である。
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図2  可制御負荷の消費電力
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図3  需給カーブ(可制御負荷非導入時)
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図4  需給カーブ(可制御負荷導入時)
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図5  周波数偏差(可制御負荷非導入時)
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図6  周波数偏差(可制御負荷導入時)
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